
１　調査全般について
意見・質問 回答 担当課 備考

1
該当市民の何パーセントのアン
ケートなのか。

正確な数字は次のとおりです。
〇就学前児童保護者
０～５歳人口　14,429人（R6.3.31時点）
配布数　　　　 2,500件（対象の17.3％)
有効回収数　　 1,030件（対象の7.1％）

〇小学生児童保護者
６～11歳人口　17,222人（R6.3.31時点）
配布数　　　　 1,500件（対象の8.7％）
有効回収数　　   697件（対象の4.0％）

〇小学生・中学生・高校生
全体児童数　　25,708人（R5.5.1時点）
配布数　　　 　1,112件（対象の4.3％）
有効回収数　   　911件（対象の3.5％）

本調査は、国が実施する調査と同水準である
95％の信頼度を満たすために必要なサンプル
数約395件を超える件数の有効回答数※が得
られているため、信頼できる調査となってい
ます。

子育て支援課

2

就学前児童保護者の回答から、ひ
とり親家庭の割合は3.6%となって
いるが、その割合は母集団と同じ
か。
有効な回答を得た集団と母集団が
近似していればよいが、もし乖離
があれば、ひとり親家庭のような
特に余裕のない人々は答えられて
いない懸念があり、とすると、今
回の回答よりさらに強いニーズが
潜在すると解釈した方がよい。

令和２年国勢調査 人口等基本集計　に基づ
くと、18歳未満のいる世帯のうちひとり親家
庭世帯数は2,369世帯（母子世帯：2,197世
帯、父子世帯：172世帯）となっており、
7.8％となっており、乖離がみられていま
す。
子供・子育てに関するアンケート調査に限ら
ず、アンケート調査全般に言えることです
が、お時間をかけて回答いただくため、ご多
忙な年代の方の回答率が低くなる傾向があり
ます。
ご指摘の通り、ひとり親家庭等の支援が必要
な家庭に対するニーズはニーズ調査で得られ
る数値以上の要望があるものと考えていま
す。
施策の検討にあたっては、ニーズ調査結果に
加えて、現行計画の振り返りを踏まえるもの
とし、必要な支援が必要な方に届くような施
策の在り方を検討していきます。

子育て支援課

前回
会議
資料１
P4
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１　調査全般について
意見・質問 回答 担当課 備考

ニーズ調査結果報告書案に対するご意見

3

生活実態調査と同様、この調査で
も、和歌山市で所得区分に応じて
の結果はあるのか。もし、ニーズ
調査が地域での割合に応じて無作
為なのであれば、たまたま、不満
がある層が多く提出してアンケー
ト結果が悪くなったり、良くなっ
たりする気がしたが、この結果は
市全体の総意のアンケート捉えて
よいか。

当調査においては、対象者の抽出は無作為抽
出としており、所得に関する調査等も行って
おらず、所得区分に関するものはありませ
ん。
確かに、市へのご意見がある方はご回答いた
だく傾向があると、直感的に考えられます
が、統計学の観点からみると、本調査は、国
が実施する調査と同水準である95％の信頼度
を満たすために必要なサンプル数を超える有
効回答数が得られているため、概ね市全体の
総意として捉えても差し支えないと考えま
す。

子育て支援課

4

毎回同じ手法でされていると思う
が、総数を増やす努力をして、結
果の信憑性を上げ、施策との関連
性を考えたほうがいい。

ご指摘の通りです。
本調査は統計学上信頼に値する件数の回答数
を得られてはいるものの、回収率、回収件数
を伸ばす手法について、予算等との関係を鑑
みながら検討していきます。

子育て支援課

5
保護者や子供のニーズに対する施
策とその周知をしっかりと考えて
いただきたい。

今回の調査結果の分析を行い、次期計画に反
映させるとともに、対象者に各施策について
認識してもらえるよう、情報の発信に努めま
す。

子育て支援課
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２　両親の就労状況・育休取得について
意見・質問 回答 担当課 備考

1

育児休業を取得していない理由に
ついて
母親　仕事に戻るのが難しそう
だった14.9→10.7％
子育てや家事に専念するため退職
した34.9→31.3％
子育て家庭の多くは、母親が仕事
との両立を迫られているのが現
状。ポジティブに退職を選択した
のか、やめざる負えない職場の雰
囲気があったのか、このデータだ
けではわかりにくく気になる。

ご指摘いただいたように、「仕事に戻るのが
難しそうだった」や「職場に育児休業を取り
にくい雰囲気があった」の割合が低くなって
いること、問31（就学前）では「仕事ややり
たいこと、夫婦で楽しむことなど自分の時間
が十分とれないこと」の割合が低くなってい
ることから、ポジティブに退職を選択した可
能性が高いと考えられます。もちろん、退職
を余儀なくされたというケースもあろうかと
思いますので、育児休業制度の周知や子育て
に対する社会の理解を啓発することは引き続
き重要と考えています。

子育て支援課

前回
会議
資料１
P73

2

育児休業を取得していない理由に
ついて
父親　職場に育休取りにくい雰囲
気30,4→38.9％
仕事が忙しい49.9％
経済的に苦しくなる25,2→32,7％
育休を積極的に取得する父親が少
しずつ増えている傾向にあるが、
ほとんどが大手の企業。乳幼児期
の子育て世帯の場合、夫妻共に時
短勤、あるいは早く帰宅できるよ
うな働き方の見直しが是非とも必
要だと考える。

　子ども・子育て支援法等の改正により、両
親ともに育児休業を取得した場合に支給する
出生後休業支援給付制度と、育児期に時短勤
務を行った場合に支給する育児時短就業給付
金制度が令和７年４月１日より施行されるほ
か、育児・介護休業法の改正により、３歳以
上、小学校就学前の子を養育する労働者に関
する柔軟な働き方を実現するための措置等
が、将来的に事業主の義務となります。　育
児休業や時短勤務による金銭的負担が軽減さ
れ、柔軟な働き方のための雇用環境整備がな
されることにより、育児休業制度が一層活用
されやすくなることが予想されます。　一方
で、企業内において育児休業が取りづらい雰
囲気があることは調査より明らかであるた
め、制度の周知に努めるほか、関係機関と連
携しながら働き方改革の推進に取り組んでま
いります。

産業政策課

前回
会議
資料１
P74

ニーズ調査結果報告書案に対するご意見
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３　地域子育て支援拠点事業について
意見・質問 回答 担当課 備考

1

地域子育て支援拠点事業の利用が
増加しているが、実際の利用は調
査結果と同様に大幅に増加してい
るのか。

令和２年から４年度はコロナ禍のため利用者
は減少しましたが、令和５年度は令和元年度
の水準まで増加してきています。
※参考　利用者数令和２年度　５０，８１２
人令和５年度　１０３，６３０人

子育て支援課

前回
会議
資料１
P27

2

４　子育てストレスの軽減
親のストレス軽減やメンタルヘル
ス支援のうえでも地域子育て支援
拠点施設の果たす役割は大きい。
「地域子育て相談機関」の拠点施
設への設置。同時に拠点スタッフ
のスキルアップや学び合う機会を
積極的に設けることで意識向上に
努め、その役割を充分に果たせる
ような取り組みが必要と考える。

地域子育て相談機関については、今後国の動
向を注視しながら検討していきます。また、
拠点のスタッフには、県が実施している子育
て支援員研修を受講してもらい、スキルアッ
プに繋がっています。

子育て支援課

前回
会議
資料２
概要版
P26、
P27

3

地域子育て支援拠点の利用のきっ
かけを如何に生み出していくかが
重要と考える。第5回日本子育て支
援大賞を受賞した今治市の取組で
は、支援拠点の様子などもやわら
かな資料で掲載されており、気軽
に訪れやすい雰囲気が出ている。
また、イオンモールの中に開設す
る等、更に身近な存在になってき
ている。そこでは、妊娠中からの
サポートも行っているようであ
る。
そして、子育て支援拠点を通じ、
総括3の「制度の理解不足によって
利用していないケース」を如何に
減らしていくかも重要であると考
える。

本市においても、３か所は公共施設内に開設
されており、身近な存在となっている。理解
不足については、今後も継続して事業の周知
を行ってまいります。

子育て支援課

前回
会議
資料２
概要版
P26

ニーズ調査結果報告書案に対するご意見
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４　保育利用環境について
意見・質問 回答 担当課 備考

1

１子育て支援の強化
療育の必要な子、少人数保育が
合っている子など、その子の特性
に合った保育の充実が必要であ
る。母親が仕事復帰をしたくて
も、発達課題がある子の就園先が
見つからず、就労やキャリアを諦
めか選択を迫られて思い悩んでい
る人が少なくない。

発達に課題がある子供の保育所等での受け入
れについては、専門員が保護者から子供の状
況等をお聞きし、保育所等にも必要な確認を
した上で利用調整を行っています。また、
様々な保育需要に対応するため、担当課と連
携し、児童発達支援センターとの併用利用の
実施や市立認定こども園等において医療的ケ
ア児の受け入れを行っています。

保育こども園課

前回
会議
資料２
概要版
P27

2

事業者を代表する立場から、夏休
み・冬休みなどの長期休暇期間中
の教育・保育事業の一層の拡充を
希望する。長期休暇期間になる
と、子育て世代の従業員（特に
パートタイマー）の勤務時間が減
少する傾向にある。

保育所等に在園する児童については長期休暇
はありません。幼稚園等に在園する児童につ
いては一時預かり事業（幼稚園型）を実施
し、長期休暇期間中等の保育の需要に対応し
ているところです。今後もより一層体制整備
に努めます。

保育こども園課

前回
会議
資料１
P38～
P46

3

「定期的な教育・保育事業」を
「利用していない」と回答した方
が利用していない理由として、
「利用する必要がない」と回答し
た子供の年齢は何歳か。本来なら
利用する年齢（５～６歳）の子供
が、親の身勝手な都合や虐待等に
より、利用していないと考えられ
ることはないか。

資料には掲載しておりませんが、利用してい
ない割合の年齢別の詳細は、０歳で67.4％、
１歳で39.8％、２歳で17.5％、３歳（年少）
で2.6％、４歳（年中）で0.6％、５歳（年
長）で10.1％（12件）となっています。
５歳で高い割合となっているのは気になると
ころですので、親の身勝手な都合や虐待等で
利用していない状況が発生していないか、各
関係機関と連携・情報共有を図り、的確な対
応に努めます。

子育て支援課

前回
会議
資料１
P20

ニーズ調査結果報告書案に対するご意見
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５　経済的支援について
意見・質問 回答 担当課 備考

1

２経済的負担の軽減
自治体によってはファミリー・サ
ポート・センターの料金につい
て、半額助成しているところもあ
り、専業主婦やパート就労の家庭
には１時間７００円、病児保育９
００円はかなり負担。ベビーシッ
ター割引券の導入も併せて検討し
てはどうか。

ファミリー・サポート・センター事業におい
て、同じ会員の複数の子供を同時に預ける場
合、2人目からは半額としています。また、
育児支援助成事業として小学生以下の子供を
3人以上養育している家庭については、小学
校就学前の子供に係る利用料の助成（年
15,000円まで）を行っていますが、母子家庭
等の負担軽減のため、助成対象者の拡大等他
都市の事例を参考にして研究を進めてまいり
ます。

子育て支援課

前回
会議
資料２
概要版
P26、
P27

2

２経済的負担の軽減
保育所やこども園の一時預かりは
毎月満杯状態。こども誰でも通園
制度が導入されたらまた変わって
くるとは思うが、親たちは毎月予
約のために保育こども園課に並ぶ
と聞く。ネット予約にするなど工
夫していただけたらと思う。

一時預かり事業のネット予約については、現
在、導入に向けて調査、検討しているところ
です。

保育こども園課

前回
会議
資料２
概要版
P27

3

健康保険及び厚生年金保険の保険
料が免除になる仕組みについて、
なぜ情報がきちんと届いていない
のか。誰もが利用できるように情
報を届けることが必要だと感じ
る。

産前産後期間の保険料減額制度は、令和６年
１月からスタートしました。
皆様にお渡しする国保ガイドや、子育て支援
課作成のつれもて子育て応援ブックに掲載
し、お知らせしております。
また、チラシを作成し、当課窓口だけでな
く、各サービスセンター及び各保健センター
でも配布しております。
今後も必要な情報をお届けできるよう努めて
まいります。

国保年金課

前回
会議
資料１
P75

4

小中高学生対象調査で、学習支援
の重要性を感じる一方、経済的不
安から、大学進学を期待しておら
ず、注力できていないことも考え
られる。また、家族を持つことに
よる経済的不安が影響していると
考えられる。将来に対し、漠然と
した不安を持つのではなく、しっ
かりとした経済観念を持つため
の、経済的教育（支援制度の説明
含む）が早い段階で必要だと考え
る。

　金融教育や消費者教育、キャリア教育等を
通じて自分の将来について考える授業を各校
の実態や発達段階に応じて実施しています
が、今後さらに啓発していけるよう検討して
まいります。
　また、経済的教育については、発達段階を
踏まえ、中学校には様々な支援制度について
の資料を配布し、確認を行っていますが、説
明等については、今後、発達段階等を踏まえ
た学習の必要性について検討してまいりま
す。

学校支援課

前回
会議
資料２
概要版
P26

ニーズ調査結果報告書案に対するご意見
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６　子育ての負担感・不安感について
意見・質問 回答 担当課 備考

1

子育てに負担感や不安感を感じる
方がいる。子育ての負担感と不安
感を総合的に解消する対策が必要
と考える。行政と施設が総合的に
働く必要があると考える。

前回
会議
資料１
P84、
P85

2

「子育て支援等の環境がよくな
い」という訴えについて、クロス
集計に有意な結果のあった子育て
の困難感は、どれも母の孤立と育
児不安を強く示唆している。助け
を求めている母と繋がり、適切な
サービスの提案、手続きの援助、
アフターフォローまで行う、母子
専門ソーシャルワーカー的役割が
必要と感じる。

前回
会議
資料2
概要版
P14～
P17

ニーズ調査結果報告書案に対するご意見

　誰でも自由に出入りができる地域子育て支
援拠点において、親子の交流の場や各種イベ
ント及び相談ができます。
　また、子育てプランナーも多様化する子育
て家庭の相談を受けつけています。
　親が育児の負担感や不安感を感じ、孤立し
てしまうことのないよう、より一層相談体制
を強化していきます。

子育て支援課
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７　子供の居場所について
意見・質問 回答 担当課 備考

子供の居場所について、どういった形での支
援が必要か、また、箇所数や設置地域につい
て、計画的に検討を行っていきたいと考えま
す。

子育て支援課

　本年４月より、こども家庭センターを設置
し、児童福祉と母子保健の一体的な相談支援
体制を構築することで、全ての妊産婦、子育
て世帯、子供に対し、ワンストップで相談支
援を行っています。また、育児疲れの軽減や
休息を目的としたショートステイ事業などの
提供等の見守り支援を行っています。　引き
続き、地域の社会資源全体に関する目配り
と、必要な地域資源を開拓することで安心し
た子育て環境の支援に努めてまいります。

こども家庭
センター

スクールカウンセラーの人員拡充について
は、和歌山県教育委員会が採用・配置してお
り、年間勤務日数拡充等の要望をしていると
ころであります。子どもたちの心の健康のサ
ポート及び学校生活の支援に取り組むよう、
各学校に、スクールカウンセラーの有効的な
活用を推進してまいります。

学校支援課

　様々な理由で学校に行きづらい子供が安心
して過ごすことができる「心の居場所」とし
てふれあい教室を設置しています。保護者や
学校と連携し、学習や体験活動を通じて社会
的自立や登校復帰を目指せるよう支援を行っ
ています。保護者支援としては、相談先周知
のリーフレット配布、保護者会の開催を行
い、悩みを抱えて孤立しないよう支援を行っ
ています。
　また、１８歳までの子供及び保護者を対象
として、来所や電話により、不登校を含む子
供に関わる教育相談を実施しています。
　市立全中学校（校区内の小学校も対象）に
スクールソーシャルワーカー、市立和歌山高
校にスクールカウンセラーを配置し、学校に
おける相談の支援も行っています。

子ども支援
センター

1

ニーズ調査結果報告書案に対するご意見

前回
会議
資料２
概要版
P27

前回
会議
資料3
P276

６　学校生活の支援
学校以外の居場所（学習支援、貧
困・いじめ・虐待等で回復時間が
必要な子どもたちが安心できる場
所等）の整備が必要でないか。ま
た、その子に合った自由な学びの
場（フリースクール等）の保障も
必要ではないか。親の経済状況に
よって影響を受ける子どもたちの
育ちの環境を守ること。学校の中
に常勤のスクールカウンセラーを
置いていつでも駆け込むことので
きる環境を保障する。同時に学校
以外にも、不登校や子どもの居場
所活動に取り組んでいるNPO等、子
どもや若者の居場所、親の駆け込
める環境を整備することも重要。
特に子どもは、簡単には悩みや本
音を出せないと思うので、予約し
なくても利用できる、土日祝日、
夜中でも受け入れOKの場所が必
要。
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８　こども誰でも通園制度について
意見・質問 回答 担当課 備考

1

こども誰でも通園制度で利用した
いという保護者が半数を超えてい
る。誰でも通園制度を活用するこ
とにより、子どもの育ちや困りご
と、健康相談、虐待といった子ど
もにとっての諸問題を、施設と保
護者と行政がつながってより良い
環境へとなること、そして付随し
て保護者の負担軽減になることを
期待している。

全ての子供の健全で良質な育ちを応援するた
め、こども誰でも通園制度がより良い制度と
なるよう体制整備に努めます。

保育こども園課

前回
会議
資料１
P21、
P22

2

こども誰でも通園制度はすばらし
い取組であるが、低月齢の感染機
会が増える懸念があるため、実施
するまでに感染症対策を具体化す
る必要がある。父の育休や介護休
暇取得を推進したり、母の負担軽
減につながる家事支援も有効な策
かもしれない。専任チームを構成
し、相当のスピード感を以て挑む
案件ではないか。可能であれば、
令和８年度から制度開始という旨
を小児科へ周知していただきた
い。

保育所等で行っている感染症対策を基本と
し、利用児童が日によって違うことや親子通
園の実施等も踏まえて感染症対策を徹底しま
す。制度開始に際しましては、市報わかやま
等を通じて広く周知を図ります。

保育こども園課

前回
会議
資料１
P21、
P22

3

令和８年度からこども誰でも通園
制度を実施するため、支援する側
の増員が急務と考える。そのため
に、待遇改善が必要だと考える。
行政から公私ともの支援機関に働
きかけ、支援をしてくださる方々
の待遇改善を実行する必要がある
のでは。
また、支援する側の人にも家族が
おり、心身共のケアが必要な場合
がある。
支援する側、受ける側双方がそれ
ぞれの立場を理解し合い、互いが
心地よく働くことができる社会を
築くことを願う。

こども誰でも通園制度の実施にあたり、保育
士等の確保や負担軽減に向けた取組がより一
層必要になると考えます。
支援する側、受ける側双方にとって良い環境
を築けるよう努めます。

保育こども園課

前回
会議
資料１
P21、
P22

ニーズ調査結果報告書案に対するご意見
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９　相談体制について
意見・質問 回答 担当課 備考

1

小学生保護者への調査で、P99で
「子育てにもっとも影響すると思
われる環境」について、「学校」
と回答された方が多い一方で、
P101で「子育てに関して気軽に相
談できる先」に小学校教諭と回答
した方が少ないことが気になる。

若手教員が増えている現状や、内容により教
員が相談相手とならないこともあると思われ
ますが、教育に関する相談を気軽に出る環境
づくりを各学校に指示してまいります。

学校教育課

前回
会議
資料１
P99、
P101

2

小中校生対象調査で、「悩んでい
ることを相談できる人」に学校の
先生と回答した人が29.5%と少な
い。

若手の教員が増えている現状ではあります
が、担任だけでなく学校全体で相談できる環
境づくりを各学校に指示してまいります。

学校教育課

前回
会議
資料１
P170

3

子育てに関して気軽に相談できる
先について、就学前児童・小学生
の親がともに「かかりつけ医」が
増えている理由は何か。また、小
学生の親の質問では、「相談する
ところがない」の項目がないの
で、付け加えていただけたらもう
少し分かりやすくなる。

「かかりつけ医」が高くなった明確な理由は
不明ですが、前回調査はコロナ流行前であっ
たことが影響しているものと考えられます。
小学生について、ご指摘いただいたように、
次回の調査においては「相談するところがな
い」の項目を付け加えるよう検討いたしま
す。

子育て支援課

前回
会議
資料１
P7、
P101

ニーズ調査結果報告書案に対するご意見
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１０　定住意向の低下について
意見・質問 回答 担当課 備考

1

「和歌山市に住み続けたくない理
由」についてクロス評価を見る
と、「日常の悩みがある」→「施
策が悪い」→「和歌山市も悪い」
につなげられている。自分の悩み
に対し何が必要かを理解できる施
策が重要である。どの施策が有効
でその実施率がどうなのかを検証
すれば、和歌山市への不満も解消
できるのでは。
本当に子育て施策が良くないと考
えている人が増えているのだとす
ると、前回から今回までの施策で
何が変わった結果なのか、もしく
は変わっていないからこの結果に
なっているのかを見ていかないと
いけない。

一時預かり事業の利用しなかった理由[問21-
1（就学前）]の結果でも見られたように、
「利用料がわからない」「自分が事業の対象
者になるのかどうかわからない」「事業の利
用方法（手続き等）がわからない」等の制度
に関することがわからないという状況も確認
されました。支援制度内容がわからないこと
で、支援が必要な方に支援が届かない状況が
少なからず発生しているものと考えられま
す。コロナ流行前は各支援事業を通して、家
庭状況や子供、保護者の様子などを共有しな
がら必要な支援に繋げることもできたケース
もありましたが、コロナ流行により交流の機
会が減ってしまったため、コロナ流行前のよ
うなアプローチができなかったというのも理
由の１つかと考えられます。子育て施策の検
討を進める上で、各施策の充実を図るととも
に、子育て世帯にとってわかりやすい情報の
発信の在り方も併せて検討することが重要と
考えています。

子育て支援課

前回
会議
資料１
P95、
P155

前回
会議
資料２
概要版
P15、
P17

2

「まちに活気や魅力が感じられな
い」が６２．３％と最も高い。子
育て環境が良くなることによって
魅力は上がると考えるが、「まち
の活気と魅力」向上を実現する一
つの策としての「子どもの育ち」
と「子育て支援」という考え方が
大切と考える。

つれもて子育て応援ブックにおいて、楽しく
本市で子育てできるよう、子育てひろばや地
域子育て支援拠点施設、公園情報など、親子
でいっしょにおでかけできる情報を多数掲載
しています。まちの活気と魅力向上という視
点も取り入れつつ、地域や社会全体で、子育
て環境を充実させていくとともに、引き続き
子育て情報の発信に努めてまいります。

子育て支援課

前回
会議
資料１
P95

3

概要版での総括部分「６定住意向
の低下」で、「子育て支援環境が
良くない」という回答が
増えており→倍増しており
保育や教育環境の改善が
必要です→急務です
などもう少し強調してもよいので
はないか。

ニーズ調査結果を真摯に受け止め、ご指摘の
とおり表現を強調し、関係機関と連携しなが
ら、保育・教育環境の一層の充実を図りま
す。

子育て支援課

前回
会議
資料２
概要版
P26

ニーズ調査結果報告書案に対するご意見
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１１　制度の周知について
意見・質問 回答 担当課 備考

子育てに関する情報を一括して閲覧でき、各
種イベントへの申込等も可能なアプリの導入
の検討を予定しています。今度も各種制度や
事業の効果的な周知に努めるとともに、子育
て世代が就労の有無に関わらず、子育て支援
に関する情報へ容易にアクセスできる環境を
整えてまいります。

子育て支援課

関係各課との連携を図りながら移住者増につ
ながるよう、移住相談の実施や情報の周知に
ついて引き続き取り組んでまいります。

移住定住
戦略課

2

数多くの子育て支援制度があるに
もかかわらず、「制度を知らな
い」「利用方法が分からない」等
で利用していない人が一定数い
る。和歌山市HPからも、困りごと
の相談をどこにすればいいのかが
分かりにくい。
支援制度をより分かりやすく、よ
り使いやすくするため、ガイド
ブックの一層の充実や窓口のワン
ストップ化を進めてほしい。

ガイドブックには、年に一度発行するつれも
て子育て応援ブックがありますが、必要な支
援制度が一目で分かるよう、今後も内容の整
理・充実を図っていきます。また、市民の満
足度向上のため、窓口業務の改善に取り組ん
でまいります。

子育て支援課

前回
会議
資料１
P33～
P37

ニーズ調査結果報告書案に対するご意見

就労している人が多く、忙しい中
で子育て支援の情報にアクセスで
きない状況があろうかと推測す
る。
他市町村では、子育て支援に関す
る情報を一括して管理するアプリ
を活用している等、子育て支援を
ワンストップで総合支援している
所があった。
予算の課題もあるが、子育て環境
日本一を目指す和歌山市として、
ＤＸ（デジタルトランスフォー
メーション）による負担の軽減を
踏まえながらまずは子育て環境改
善をして産み育てたいまちづくり
をして頂きたい。
また移住者の増から定住→出産→
育児→就学→就業→結婚→出産→
育児→・・・・という循環を実現
することを目指していただきた
い。

前回
会議
資料１
P8、P9

1
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１　子供食堂について
意見・質問 回答 担当課 備考

子供食堂については、食育や子育て支援を通
して、参加者全員が共に学び成長できるよう
な場づくりが大切と考えています。支援する
側とされる側の垣根を取り払い、参加者一人
ひとりの状況や考え方を尊重し、対等な立場
で信頼関係を築くことで、親が主体的に子育
てに取り組めるよう、子供食堂と連携を図り
たいと考えています。

子育て支援課

中央公民館講座として家族クッキング教室の
実施や親子防災クッキング教室などを開催し
ております。令和６年度も引き続き食育関係
の講座を開催する予定です。

生涯学習課

少子化や核家族化の影響で、家庭での朝食が
軽視される傾向にあります。子供食堂におけ
る栄養バランスの取れた朝食提供は、子供た
ちの心身の発達に非常に重要な役割を果たす
と考えます。大学での朝食提供の事例を参考
に、子供食堂とも連携し、子供たちの学習意
欲や集中力を高め、健やかな成長をサポート
したいと考えています。

子育て支援課

「やっぱり大切！早ね・早おき・朝ごは
ん！」ガイドブックや新１年生に早寝早起き
朝ごはんシールの配布を行うなどの啓発活動
を行っている。令和６年度も活動を継続して
実施していきます。

生涯学習課

2

子供たちの最低限の生活を保障す
ることが社会の成長に必要ととら
える。そのために、食に関する仕
組みづくりが重要で、例えば大学
では朝食を提供する話を聞く。家
庭においても、少子化、核家族化
により、朝食は適当になりやすい
状況にあるが、大学同様朝食を提
供する子ども食堂などの充実化も
有用であると考える。

前回
会議
資料３
P241、
P279、
P281

生活実態調査結果報告書案に対するご意見

1

P279「朝食を摂ることや栄養バラ
ンスを考えたメニューを提供する
ことなど、食育面での周知啓発」
P281「（親が）自身の経験だけに
基づいて子どもに接してしまうこ
とのないよう、子どもとの接し方
や触れ合い方について周知啓発を
進めていく」ことなどある。
→必要なことだと思いますが、こ
の取り組みが指導的にならないこ
とが大事ではないかと思います。
子ども食堂や、親の会といったピ
アサポートの場など、親と子に丁
寧に寄り添いながら進めていくこ
とが遠回りのようでも成果につな
がりやすいと思う。

前回
会議
資料３
P241、
P279、
P281
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２　子供の自尊感情、相談先について
意見・質問 回答 担当課 備考

1

学校の先生と全然話さない割合に
ついて、話したくない人もいるか
と思うが、話せる環境になるよう
教員の働き方やスクールカウンセ
ラーの一層の活用など、環境改善
が必要と考える。

現在、教員の業務量削減のために、教員業務
支援員等、様々な職種の職員が学校現場で勤
務し、活躍しています。配置拡大について努
めるとともに、県、国に要望してまいりま
す。

学校教育課

前回
会議
資料３
P65

2

「逃げ出したいような気がした」
の割合から、３０名クラスで考え
れば、小学５年生で１．５名、中
学２年生で２．４名いることとな
り、クラスに必ずいる状態と考え
られる。そのような気持ちになら
ないような環境と、長短あるが一
時的にでも逃げ出せる環境づくり
が必要と考えるとともに、業務負
担にならないよう費用計上も必要
と考える。

学校支援課

前回
会議
資料３
P118

3
「独りぼっちの気がした」も上記
同様環境づくりが必要。

学校支援課

前回
会議
資料３
P127

生活実態調査結果報告書案に対するご意見

　児童や生徒が安心・安全な教室環境を築く
ためには、児童・生徒にしっかり向き合い、
コミュニケーションを取りながら、各自の状
況をつかむことが大切であると考えます。学
級経営の在り方や授業の在り方など、研修を
通して教員の資質向上に努めていけるよう、
教育委員会全体で努力してまいります。　ま
た、小学校、中学校ともに一時的にクールダ
ウンする教室などの環境を整えている学校が
大半なので各校で対応や保健室等で対応して
いる状況であると考えます。業務負担に係る
費用計上については、今後検討してまいりま
す。
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３　子供の自尊感情、相談先について
意見・質問 回答 担当課 備考

1

P103～P110の自尊感情の調査の結
果、学童期以上の子どもは家族か
らの承認だけでは不十分と考察で
き、P62～P69では家族以外に話せ
る大人がいない傾向にある。PCEs
（ポジティブな小児体験）では、
両親以外の信頼できる大人を持つ
ことの重要性がうたわれている。
しかし、大人側がそう願う気持ち
と（P250～/大人の問41）、子ども
のニーズ（P133～/子どもの問42）
にギャップがある。また、子ども
にとって勉強ができるようになる
ことは非常に強い希望と再認識し
た。子どもの「心」や「多様性」
にばかり目を奪われてしまうと、
子どもの学びたい、できるように
なりたいという欲求を過少評価し
てしまいかねないと感じた。
子どもたちが、両親以外の信頼で
きる大人を持つために、学校での
相談室の設置、スクールカウンセ
ラーやスクールソーシャルワー
カーといった人員の拡充、大学生
ボランティアの拡充など、ソフト
面を強化する道筋を期待する。

　市立全小中義務教育学校にスクールカウン
セラーを配置、市立全中学校（校区内の小学
校も支援対象）、義務教育学校へスクール
ソーシャルワーカーを、市立和歌山高等学校
へスクールカウンセラーを配置し、学校にお
ける相談について支援を行っています。　ま
た、学校外にはなりますが、子ども支援セン
ターのふれあい教室では、大学との連携によ
るボランティアの受入れもあり、お兄さんお
姉さん的な存在の学生とのやり取りを経て、
将来の展望や見通しを持ち心を開くことがで
きる子供もいます。個人でボランティアを希
望し、来所する大学生もおり、ボランティア
登録者数はここ数年増加しています。スクー
ルカウンセラーの人員拡充については、和歌
山県教育委員会が採用・配置しておりますの
で、年間勤務日数拡充の要望をしておりま
す。

学校支援課

前回
会議
資料３
P62～
P69

P103～
P110

P133～
P139

P250～
P255

生活実態調査結果報告書案に対するご意見
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３　子供の自尊感情、相談先について
意見・質問 回答 担当課 備考

生活実態調査結果報告書案に対するご意見

2

「友だちに好かれている」「自分
のことが好きだ」「自尊感情得
点」がどれも半数以下で、特に
「自分のことが好きだ」と回答し
た人は経済的困難世帯ではとても
低い。
子供が相談できる場や人が親・学
校以外が少ない上、「だれにも相
談できない、相談したくない」と
回答する子もいる。「逃げ出した
いような気がした」「生きていて
もしかたがい」などと回答してい
る子もおり、親以外に子供とかか
わる地域・関係機関を充実させる
必要がある。

子供の人権意識を培い、人権尊重に向けた取
組を実践できるよう、学校において子供の発
達段階に応じた人権教育を推進します。道徳
科を要として、道徳教育を充実させる中で、
人と関わる、自然と関わる、社会と関わる体
験活動を意図的･計画的に取り入れること
で、自尊感情を高め、他人の人権を尊重する
心情を育むとともに、よりよい人間関係が構
築できるよう、多様な価値観や考えを持つ
人々と交流し、自分の気持ちを伝えたり相手
の思いや考えを理解したりできる活動を進め
ます。 児童生徒が直面する問題はますます
複雑多様になっており、様々な問題は、親と
教員だけで解決できないことも多い。こうし
た多種多様な要因を背景とした児童生徒の相
談に対しては、教員という教育の専門家のほ
か、スクールカウンセラーのような臨床心理
の専門家、児童精神科医や小児科医のような
児童生徒に主として関係する医療関係の専門
家、福祉機関等の福祉に関する専門家、法律
問題に対応するための司法関係の専門家等の
バックアップと日頃からの連携が不可欠であ
り、児童生徒の置かれている状況や抱えてい
る問題・悩みに応じてそれぞれの専門家がそ
の専門性を生かして対応できるようにするこ
とが大切であると考えます。

学校支援課

前回
会議
資料３
P107、
P109、
P118、
P123、
P132

3

P194「塾や習いごとができなかっ
た」の質問に、経済的困難世帯の
回答がとても多く、また、P243学
校実施の補充学習、P244子ども会
での学習支援を知らないと回答す
る人がとても多い。家以外で勉強
できる場、勉強を教えてくれる
人・場所を利用させたいと回答す
る人が多い中、知らないとはどう
いうことか。周知がたりないの
か。全校・全地域で実施できてい
るのか。学習支援の充実化を検討
してほしい。

　子供たちの健全育成を目的として活動する
「子どもクラブ」や「子ども会」は、市内全
域に存在するものではありません。
 学習支援の活動が行われているのは、差別
に負けない子供たちを育成するため様々な活
動を行う「子ども会」活動の一環である学習
会の時です。
　子ども会内における、会員児童・生徒への
周知はされていると認識していますが、当該
調査は、市内小学５年生、中学２年生の調査
であることから、「知らない」とする回答が
多くなるものと考えられます。

青少年課

前回
会議
資料３
P194、
P195、
P243、
P244
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４　経済的支援等について
意見・質問 回答 担当課 備考

1

経済的な理由により進学を断念
し、進んで勉強する意欲を失うこ
とが学力の低下につながること
は、社会の大きな損失であると考
える。経済状況にかかわらず、希
望する進路へ進学できる体制を充
実させていくことが重要と考え
る。

子供の学習・生活支援事業を実施し、生活保
護世帯を含む生活困窮者世帯等、経済的に学
習の機会を得ることが困難な世帯の中学生
（３年生）を対象として基礎学力の向上のた
めの学習支援、学習の場所・機会の提供等を
通じ、高等学校への進学を支援しています。

生活支援
第２課

前回
会議
資料３
P281

2
所得に関係なく医療機関に受診で
きる体制は重要である。

和歌山市ではこども医療費助成事業におい
て、令和４年８月より所得制限を撤廃し、令
和５年８月より中学生年代までから高校生年
代まで対象年齢を拡充しており、現行制度で
は所得に関係なくすべての子供が医療費の助
成を受けられる制度となっています。

こども家庭課

前回
会議
資料３
P160、
P278

3

インターネットにつながるパソコ
ンやタブレットがある方が８割前
後になっている。インターネット
へのつながりが重要な現在、ほし
いけれどもない方へ届かせる策が
必要と考える。

小中学校では１人１台端末を児童生徒に配付
し活用を進めており、自宅へ持ち帰っての活
用も実施しています。希望の家庭には、SIM
カードの購入は必要になりますが、Wi-Fi
ルーターの貸出や、就学援助において長期休
業中のみオンライン学習通信費の支給を行っ
ています。

教育研究所

前回
会議
資料３
P11

生活実態調査結果報告書案に対するご意見
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５　その他
意見・質問 回答 担当課 備考

ワークライフバランスの適正化に向け、関係
機関と連携しながら引き続き普及啓発に努め
ます。

産業政策課

平成２９年８月に、市長をはじめ、課長級以
上の職員、約２００名がイクボス養成講座を
受講し、それぞれが「イクボス」となること
を宣言しました。今後も、職場において、仕
事にやりがいや、子育てを含む、ワークライ
フバランスを向上させたいと考えています。

子育て支援課

生活実態調査結果報告書案に対するご意見

労働者の時間的なワークライフバ
ランスを適正化するとともに、家
庭環境の充実化が必要。イクボス
などの取組をされているが、引き
続き取り組んでほしい。

1
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意見・質問 回答 担当課 備考

1

産後ケア事業、助産院などは申し
込みでいっぱいだと聞く。受け入
れ先を増やして、多くの親子が利
用できるようにしてほしい。

産後ケア事業については利用者が増加傾向に
あり、希望する場所、日時で受けることがで
きない場合も生じています。できるだけ利用
しやすい体制構築に努めてまいります。

地域保健課

2

保健センターの妊婦教室、両親教
室を、就労していても参加できる
よう、土曜日か日曜日開催を検討
していただきい。産前からの切れ
目のない子育て支援の取り組みと
して、妊娠期から丁寧に母親父親
のサポートが必要。

両親教室については、令和５年度、日曜日に
６回開催いたしました。令和６年度も日曜日
に６回開催予定です。

地域保健課

　地域住民の複雑化・複合化した問題に対し
地域住民同士や、行政支援機関等が相互に協
力し、課題解決につなげることができるよう
な仕組みづくりのために対象者の属性（介
護、障害、子供、困窮等）を問わない相談支
援、多様な参加支援、地域づくりに向けた支
援を一体的に行っています。　多問題を抱え
る世帯に対し、委託事業者が中心となって支
援会議を開催し、支援者同士の協力・連携を
とり、支援方針や役割分担など、問題解決に
むけ継続的に支援を行う体制づくりに取り組
んでいます。

高齢者・地域
福祉課

利用者支援事業の進捗状況としては、令和２
年度にプランナー専用アドレスを開設し、来
所だけでなくメール相談も実施しています。
また、同年度より月１回おやこの座談会、相
談会を先輩ママボランティアの協力を得て実
施しています。また、令和３年度より、オン
ライン相談、オンライン交流座談会を開始し
ました。令和６年度からは、子育てプラン
ナーを１名増員し、各施設への出張相談を開
始しています。利用者数は増加傾向にあり、
（令和２年度１，００９人→令和５年度１，
４８２人）、子育て支援拠点施設や子育てひ
ろばとの連携をより一層図りながら、よりき
め細やかな相談とアウトリーチを強化してい
きます。

子育て支援課

4

環境づくりは大人の責務であるこ
と、また、ユニセフ子どもの権利
条約にあるように、子どもの意見
を聞いて子どもの気持ちを踏まえ
たうえで、対策作りと実行が出来
る事を願う。

こども計画を策定するに当たり、子供の意見
を聴取して反映させるために必要な措置を講
ずることが義務付けられています。本市にお
いては、小学生・中学生・高校生対象ニーズ
調査の他、県とも協力して子供の意見聴取を
実施する予定です。

子育て支援課

その他ご意見

3
重層的支援体制整備事業の進捗状
況や今後の展望など周知していた
だきたい。
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